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占冠村の課税要件の素案①
Ｐ１

課税客体 占冠村に所在する次の宿泊施設への宿泊料金を受けて行われる宿泊行為
・旅館業法に規定するホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に既定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）

納税義務者 納税義務者は宿泊施設への宿泊者

課税標準 課税標準は宿泊施設への宿泊数

特別徴収義務者 旅館業または住宅宿泊事業を営む者
宿泊税の徴収について便宜を有する者

徴収方法 特別徴収

申告期限 表に掲げる期間に、徴収すべき宿泊税を納期限までに納入申告書を提出するとともに納入

宿泊税を徴収すべき期間 納期限
→

参考に北
海道への
納付期限

道納期限

１月１日から３月末日まで ４月15日 ４月末日

４月１日から６月末日まで ７月15日 ７月末日

７月１日から９月末日まで 10月15日 10月末日

10月１日から12月末日まで １月15日 １月末日



占冠村の課税要件の素案②
Ｐ２

税率 一人一泊または、一部屋一泊の宿泊料金

※宿泊料金は素泊まり料金

免税点 設定しない

課税免除 ・学校教育法第１条に規定する学校（大学除く）及びこれらに相当する各学校段階において教育を
行っている法律に規定する学校、施設が行う修学旅行やその他学校行事等に参加する者及び引率者に
よる宿泊行為とする
・児童福祉法第39条第1項に規定する保育所及び、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律第2条第7項に規定する幼保連携型認定こども園並びに、児童福祉法第６条の３
第９項に規定する家庭的保育事業、同条第10項に規定する小規模保育事業又は同条第12項に規定する
事業所内保育事業を行う施設が主催する行事に参加する３歳以上の幼児、引率者
・上記２つに該当する機関の修学旅行やその他の学校行事または行事の引率者

検討（見直し等） 条例施行後５年を目途として見直しを行う

宿泊税徴収奨励金 納期内納入額の2.5％

２万円未満 100円

２万円以上５万円未満 200円

５万円以上 500円



宿泊税のながれ
Ｐ３
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先行導入自治体の課税要件vol.4

～企画商工課 地域振興対策室～



【課税客体、課税標準、納税義務者の他自治体の比較】
Ｐ１

課税団体 課税客体 課税標準 納税義務者

東京都 東京都内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法の許可を受けたホテル、旅館

左記施設への宿泊数 左記施設への宿泊者

大阪府 大阪府内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法の許可を受けたホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）
・国家戦略特別区域法に規定する認定事業に係る施設（特区民
泊）

同上 同上

京都市 京都市内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法に規定するホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）

同上 同上

金沢市 金沢市内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法の許可を受けたホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法の届出をして住宅宿泊事業を行う住宅（民
泊）

同上 同上

倶知安町 倶知安町内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法の許可を受けたホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法の届出をして住宅宿泊事業を行う住宅（民
泊）

左記施設への宿泊数 左記施設への宿泊者



【課税客体、課税標準、納税義務者の他自治体の比較】
Ｐ２

課税団体 課税客体 課税標準 納税義務者

福岡県 福岡県内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法に規定するホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）
・国家戦略特別区域法に規定する認定事業に係る施設（特区民
泊）

同上 同上

福岡市 福岡市内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法に規定するホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）

同上 同上

北九州市 北九州市内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法に規定するホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）

左記施設への宿泊数 左記施設への宿泊者

長崎市 長崎市内に所在する宿泊施設への宿泊行為
・旅館業法の許可を受けたホテル、旅館、簡易宿所
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民泊）

同上 同上



【特別徴収義務者、徴収方法、申告期限の他自治体の比較】
Ｐ３

課税団体 特別徴収義務者 徴収方法 申告期限

東京都 ・旅館業法第3条第1項の許可を受けた者
・宿泊税の徴収について便宜を有する者

・特別徴収
※特別徴収義務者（宿泊事業
者等）が宿泊者から宿泊税を
徴収し、納入する。

毎月末日までに前月の初日
から末日までの間の分を納
入
※一定の要件を満たす場合
は、3か月ごとに申告納入
が可能

大阪府 ・旅館業法第3条第1項の許可を受けた者
・国家戦略特別区域法第13条第4項に規定する認定事業者
・住宅宿泊事業法第3条第1項の届け出をした者
・宿泊税の徴収について便宜を有する者

同上 同上

京都市 ・旅館業又は住宅宿泊事業を営む者
・宿泊税の徴収について便宜を有する者

同上 同上

金沢市 ・旅館業法第3条第1項の許可を受けた者
・住宅宿泊事業法第3条第1項の届け出をした者
・宿泊税の徴収について便宜を有する者

同上 同上



【特別徴収義務者、徴収方法、申告期限の他自治体の比較】
Ｐ４

課税団体 特別徴収義務者 徴収方法 申告期限

倶知安町 ・旅館業又は住宅宿泊事業を営む者
・宿泊税の徴収について便宜を有する者

・特別徴収
※特別徴収義務者（宿泊事業
者等）が宿泊者から宿泊税を
徴収し、納入する。

毎月末日までに前月の初日
から末日までの間の分を納
入
※一定の要件を満たす場合
は、3か月ごとに申告納入
が可能

福岡県 ・宿泊施設の経営者（旅館・ホテル等及び民泊）
・宿泊税の徴収について便宜を有する者

同上 同上

福岡市 ・宿泊施設の経営者（旅館・ホテル等及び民泊）
・宿泊税の徴収について便宜を有する者

同上 同上

北九州市 ・旅館業又は住宅宿泊事業の経営者
・宿泊税の徴収について便宜を有すると認める者

・特別徴収
※特別徴収義務者（宿泊事業
者等）が宿泊者から宿泊税を
徴収し、納入する。

毎月末日までに前月の初日
から末日までの間の分を納
入
※一定の要件を満たす場合
は、3か月ごとに申告納入
が可能

長崎市 ・旅館業又は住宅宿泊事業の経営者
・宿泊税の徴収について便宜を有すると認める者

同上 同上



【税率、免税点の他自治体の比較】
Ｐ５

課税団体 税率 免税点

東京都 一人一泊の宿泊料金
①1万円以上1万5千円未満：100円
②1万5千円以上：200円

１万円

大阪府 一人一泊の宿泊料金
①7千円以上1万5千円未満：100円
②1万5千円以上2万円未満：200円
③2万円以上：300円

７千円

京都市 一人一泊の宿泊料金
①2万円未満：200円
②2万円以上5万円未満：500円
③5万円以上：1,000円

なし

金沢市 一人一泊の宿泊料金
①2万円未満：200円
②2万円以上：500円

同上

倶知安町 一人一泊または、一部屋一泊の宿泊料金
宿泊料金の2％

なし



【税率、免税点の他自治体の比較】
Ｐ６

課税団体 税率 免税点

福岡県 一人一泊の宿泊料金
200円
※福岡市内の宿泊施設は、50円
※その他の宿泊税を課す市町村の宿泊施設は、100円

同上

福岡市 一人一泊の宿泊料金
①2万円未満：150円
②2万円以上：450円

同上

北九州市 一人一泊の宿泊料金
一律200円

同上

長崎市 一人一泊の宿泊料金
①1万円未満：100円
②1万円以上2万円未満：200円
③2万円以上：500円

同上



【課税免除の他自治体の比較】
Ｐ７

課税団体 課税免除

東京都 なし

大阪府 なし

京都市 ・学校教育法第1条に規定する学校（大学を除く）の修学旅行その他学校の行事に参加する児童、生徒、学生、引率者
・児童福祉法第39条第1項に規定する保育所及び、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第
2条第7項に規定する幼保連携型認定こども園並びに、児童福祉法第6条の3第9項に規定する家庭的保育事業、同条第10項に規
定する小規模保育事業又は同条第12項に規定する事業所内保育事業を行う施設が主催する行事に参加する3歳以上の幼児、引
率者

金沢市 なし

倶知安町 ・学校教育法第1条に規定する学校（大学を除く）の修学旅行その他学校の行事に参加する幼児、児童、生徒、学生及び引率者
・倶知安町内で職場体験を行う中学校、高校、大学、高専学校、専修学校の生徒又は学生

福岡県 なし

福岡市 なし

北九州市 なし

長崎市 ・学校(学校教育法第1条に規定する学校(大学を除く)が教育上の見地から行う修学旅行その他の行事に参加する生徒、引率者



【税率、免税点の他自治体の比較】
Ｐ８

課税団体 名称 交付額

東京都 宿泊税特別徴収交付金 納付された金額の2.5％
【交付上限額】
100万円

大阪府 宿泊税特別徴収義務者徴収奨励金 ①すべて納期内完納しているとき
納期内完納額の3.0％※（通常2.5％）
②1か月でも納期内完納していないとき
納期内完納額の2.5％※（通常2.0％）
③加算金を伴う増額更正等を受けたとき
納期内完納額の1.5％※（通常1.0％）
（※の交付率は平成29年度から5年間の特例措置）

京都市 宿泊税特別徴収事務補助金 納期内納入額の3.0％（令和6年度以降は2.5％）
【交付上限額】
令和元年度（5か月分） 83万3千円
令和2年度以降 200万円

金沢市 宿泊税特別徴収事務交付金 納期内納入額の3.0％（令和6年度以降は2.5％）
※令和5年度までは上記に申告納入月1月につき1,000円を加算
【交付上限額】
前期、後期それぞれ50万円



【税率、免税点の他自治体の比較】
Ｐ９

課税団体 名称 交付額

倶知安町 宿泊税特別徴収義務者徴収奨励金 ①すべて納期内完納しているとき
納期内完納額の3.0％※（通常2.5％）
②1か月でも納期内完納していないとき
納期内完納額の2.5％※（通常2.0％）
③加算金を伴う増額更正等を受けたとき
納期内完納額の1.5％※（通常1.0％）
（※の交付率は令和元年度から5年間の特例措置）

福岡県 宿泊税報奨金 納期内納入額の3.0％（令和6年までは電子申告をした場合は3.5％）
※令和7年度以降は2.5％

福岡市 宿泊税報奨金 納期内納入額の3.0％（令和6年までは電子申告をした場合は3.5％）
※令和7年度以降は2.5％
【交付上限額】
200万円

北九州市 宿泊税報奨金 納期内納入額の3.0％（令和6年までは電子申告をした場合は3.5％）
※令和7年度以降は2.5％
【交付上限額】
200万円

長崎市 特別徴収事務交付金 納入期限までに申告納入した場合納入額の2.5％
【交付上限額】
50万円


